
令和３年度ＷＧにおける検討課題等について

資料３
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3Dデジタルマップ整備・運用ロードマップを踏まえた検討事項

 ステージ１からステージ2へ移行するにあたり、特定エリアやユースケースを踏まえた詳細度を深度化し、要件定義
書（案）及びデータ製品仕様書（案）を更新

 ユースケースやスケールに応じたデータ整備のパッケージ化を踏まえ、令和4年度以降、段階的にエリアを拡充

要件定義書（案）等を更新しステージ移行
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3Dデジタルマップ整備・運用の関連施策・取組みとの相関

 3Dデジタルマップ整備・運用は、デジタルサービス局や内閣府、国土交通省と連携して進める事業

 プロジェクトPLATEAUの最新状況などを踏まえた検討が必要

CityGML3.0発行を反映

経済産業省による
Society5.0の実現に向
けたデジタル市場基盤
整備会議の検討を反映

個人情報の保
護に関する法律
についてのガイ
ドライン（行政機
関等編）を反映

内閣官房IT総合戦略
室での技術的・制度
的課題の検討を反映

3次元測量マニュアル素
案及び関連資料を反映
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プロジェクトPLATEAUの検討状況①

 プロジェクトPLATEAUのこれまでの成果と今後の取組

・R3年度はリーディングケースとなる新たなユースケース開発、データ仕様の拡張などを実施中

 標準製品仕様書の改定

・第4章データの内容と構造を改定対象とし、データ作成実証の反映を含め、地物の追加、LODの精緻化、コードリス
トの更新・追加を検討中

・対象となる地物は、①建物、②道路、③都市計画決定情報、④土地利用、⑤災害リスク、⑥都市設備（道路照明や信
号機、標識などの施設）、⑦植生

・上記に併せ、第6章データ品質、第7章データ製品配布も改定予定

 リーガル面での論点・ルール整理

・著作権や商標権等の権利侵害について論点を明らかにし、具体的な利用場面の類型化を検討中

・上記を踏まえ、３D都市モデルのオープンデータ利活用に向けたエコシステム構築を検討中

 地方自治体のオープンデータ化の取り組みと効果

・自治体によるオープンデータとして公開するメリットを共有し、国と基礎自治体及び民間の連携について検討中

・R４年度中に検討結果をガイドライン等のドキュメントとして公開予定。

出典：国土交通省公表資料を基に東京都加工
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プロジェクトPLATEAUの検討状況②

出典：第2回「3D都市モデルの整備・活用促進に関する検討分科会」（令和2年6月28日）
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国際規格（CityGMLの最新動向）

バージョン 規格名 発行日

3.0
OGC City Geography Markup Language (CityGML) Part 1: 
Conceptual Model Standard

2021-09-13

2.0
OGC City Geography Markup Language (CityGML) Encoding 
Standard

2012-04-04

1.0
OpenGIS® City Geography Markup Language (CityGML) Encoding 
Standard

2008-08-20

出典：Open Geospatial consortium HP

 2021年9月 CityGML ver.3.0 （Part1：概念モデル）が発行

・ただし、Encoding仕様（符号化仕様）は検討中のため未発行

・Project PLATEAUでは、次年度、「3D都市モデル標準製品仕様書」への反映を検討予定

https://link.springer.com/article/10.1007/s41064-020-00095-z

 Ver.2.0からの主な変更点

・新たなモジュールの追加、既存モジュールの修正（右図参照）

→時間に依存する特性を管理するためのモジュールの追加

→点群データによる都市オブジェクト表現方法の追加

→人工構造物（建物、橋梁、トンネル等）の共通概念の追加

・LOD（Level of Detail）概念の見直し

・概念モデルと符号化仕様の分離
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国土地理院の最新動向

出典：国土地理院「令和３年度 三次元地理空間情報の活用推進のための調査検討業務」(2021年5月28日公示)仕様書より

 令和２年度

・三次元データを取得するための作業マニュアルとして素案作成

→標準化することが望ましいと考えられるデータ取得方法と手順

→精度などの品質要求、品質検査方法、ファイル形式等

 令和３年度 三次元地理空間情報の活用推進のための調査検討業務を実施中

国土地理院では、i Construction 推進のため、測量 ・ 設計 ・ 施工 ・ 維持管理の建設生産プロセス全体における
三次元地理空間情報の活用推進を図る測量制度の検討を行っている 。

 3次元測量マニュアル素案の再構成

 取得基準素案とソフトウェア要件素案の見直し

 令和３年度

・３次元データ取得実証（※）の結果を踏まえ、素案を改定

・特に測量段階で取得可能であり、かつ設計・施工段階において
利活用可能な3次元データの主要なユースケースを想定した改定

・ユースケース別に、測量作業手順を踏まえた改定

→標準化することが望ましいと考えられるデータ取得方法と手順

→精度などの品質要求、品質検査方法、ファイル形式等

→用語の再確認と用語集の追加

プロジェクトPLATEAU
（3次元都市計画図
作成作業マニュアル）

情報共有
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公的基礎情報データベース（ベース・レジストリ）

 公的基礎情報データベース（ベース・レジストリ）を整備するとともに、その利用を促進するために必要な措置を
講じられなければならない。（デジタル社会形成基本法（令和3年9月1日施行））

 町字、所在・地番、不動産番号をベース・レジストリとして指定し、これらを共通キーとして各台帳に紐付けられ
ないか検討中

出典：内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室（令和３年５月26日）

技術的・制度的課題の検討
（2021年度）

区分②
【アドレス】
• 町字、所在・地番表記の揺

れに対するクレンジング・
情報提供のあり方

• 地番は個人情報に該当する
（公的情報基盤（ベース・
レジストリ）の整備に向け
た「地番」情報の取扱いに
ついて 令和３年８月27日）

【不動産登記情報】
• 地図データの4割程度が古い

地籍調査を経ていない古い
公図のまま

• 多くの地図が任意座標系、
公共座標系への変換が必要

→2025年までに公共座標系の
付与された地図データを含む台
帳間連携を可能とするよう検討
を進め、その実現を目指す。


